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Expected value of time-history response can be formulated by assuming the phase differences spectrum in Fourier transform
of earthquake waves as a normal probability curve. The effect of damping on the response spectrum can be obtained based on
the formula. The ratio of maximum displacement to previous peak displacement during nonlinear response can also be
calculated theoretically, which may be used for estimation. Both theoretical values were compared with those calculated from
the responses to earthquake motions, from which a fair correlation was observed, especially in relation to the duration of
earthquake motions.
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１．はじめに

  性能評価型耐震設計法では，地震動を一定レベルに固定して想定

することはせずに，例えば安全性の検証ではどの程度の地震動まで

構造物が耐えうるか，を明示することになると考えられる。周知の

ように，安全性の確認では構造部材の塑性変形能力に期待して，鉄

筋コンクリ－ト構造物であれば地震による最大応答塑性変形が終局

限界変形（靭性限界）以下であることを確認することになる。建築

物の限界状態として塑性応答変形の最大値を問題にするときは，地

震動の指標としては総エネルギー入力より時間当たりのエネルギー

の釣り合いに着目することが有効である 1）2）3）4）。時間あたりのエ

ネルギー入力である瞬間エネルギーは，地震動の継続時間が長いほ

ど総エネルギー入力に対して小さくなる 5）。これらの関係を一般化

するには地震動の基本特性との関係を明らかにする必要がある。

  ここでは，地震動の基本特性をフーリエ振幅と位相特性で表現す

る。フーリエ振幅は，総エネルギー入力の速度換算値または無減衰

の応答速度スペクトルに対応することから地震動の基本パラメータ

として扱われてきた。一方，人工地震動などでは，位相角はランダ

ムに仮定するか，あるいは既往の地震波に固有のものがそのまま仮

定されることが多い。位相角には，その隣り合う位相角の差である

位相角差の頻度分布（＝位相差分スペクトル）が時刻歴の包絡線に

近いものになることが知られている 6）。すなわち，位相差分スペク

トルの形状（正規分布であれば標準偏差）で表現される位相特性は

地震動の継続時間に対応すると考えることができる。

  本研究では，この位相特性と継続時間の関係を確認するとともに，

位相差分スペクトルから応答時刻歴の期待値を定式化する方法を示

した。本稿では地震動の基本的な性質と弾性系の応答時刻歴の関係

を明らかにすることに比重を置くが，この関係により，弾性応答か

ら弾塑性応答変位を推定する際に不可欠になる地震応答スペクトル

の減衰依存性や（正負の）最大応答変形時の振幅比などを地震動の

基本特性から理論的に近似することができる。このように地震動に

より異なる応答の時刻歴の性質を地震動特性から理解することによ

り，エネルギーの釣合いを基本にして等価線形系により最大塑性応

答変形を推定する方法を一般化して示すことを一連の研究の目的と

ている 5）7）8）9）。
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２．入力地震動とその特性

  本研究で用いる地震動の基本的特性，すなわちフーリエ振幅と位

相角は震源のパラメータに依存するものであることを想定して，こ

こでは位相特性と継続時間，地震規模との関係について検討する。

検討対象とした地震動は，表 1 に示す 12 波である。地震波の加速

度時刻歴を図１に示すが，地震波により主要動の継続時間が大きく

異なることがわかる。地震動の継続時間 t0を加速度二乗和の累積値

（入力エネルギーを周波数について積分した値に相当する）が総和

の 5％に達した時間から 95％に達する時間までと定義し図中に示し

た。表２に各地震のモーメントマグニチュード（1980年以前の地震

については表面波マグニチュード），最大加速度，継続時間 t0 を示

す。図２に継続時間とマグニチュードとの関係を示す。同様に定義

した地震動の継続時間とマグニチュードの関係については，R.

Dobry10)，M. D. Trifunac11)による関係式などが提案されている。マ

グニチュードが大きくなるにつれて継続時間は長くなり，以上の定

義による継続時間でも既往の経験式による関係に概ね対応している。

  地震波形はフーリエ変換によってフーリエ振幅，位相角によって

あらわすことができる。無減衰時の速度応答の最大値が地震終了後

に発生すれば，速度応答スペクトルとフーリエ振幅スペクトルとは

等しく，最大値が終了以前に発生すれば速度応答スペクトルの方が

大きいが，一般に両者は非常に近いものとなる。また，無減衰時の

速度応答スペクトルは総エネルギー入力の速度換算値とほぼ等しく

なる。このことからフーリエ振幅スペクトルは，地震動の指標とし

表 1 加速度記録一覧

地震 ID 地震 観測点 発生日

elcns Imperial valley earthquake El Centro May 18,1940

taftse69 Calfornia earthquake Kern county Jul 21,1952

hacew 十勝地震 八戸港湾 May 16,1968

pacs74w San Fernando earthquake Pacoima Dam Feb 9,1971

tohns 宮城県沖地震 東北大学 Jun 12,1978

sctew Mexico SCT1 Sep 19,1985

ksrew 釧路沖地震 釧路気象台(建研) Jan 15,1993

sylew Northrige earthquake Sylmar county hosp. Jan 17,1994

kobns 兵庫県南部地震 神戸海洋気象台 Jan 17,1995

fkin30w 兵庫県南部地震 大阪ガス葺合供給所 Jan 17,1995

newrc1 NewRc検討用模擬波

newrc2 NewRc検討用模擬波

表２ 地震パラメータ

地震 ID マグニチュード最大加速度(cm/s2) 継続時間（s）標準偏差(π)

elcns 7.1 341.7 24.4 0.45

taftse69 7.8 175.9 28.9 0.53

hacew 8.2 182.9 24.4 1.9

pacs74w 6.6 1054. 7.28 0.29

tohns 7.6 258.2 19.5 0.78

sctew 8.0 167.9 38.9 1.13

ksrew 7.6 711.4 19.3 0.52

sylew 6.7 826.7 5.34 0.25

kobns 6.9 820.6 8.38 0.35

fkin30w 6.9 802.0 6.76 0.34

newrc1 ‐ 394.6 29.6 1.01

newrc2 ‐ 407.2 78.5 1.34

て着目されてきたが，一方，フーリエ位相角と応答の関係に関する

研究は必ずしも十分ではない。

  隣合う位相角の差である位相角差の分布が地震波形時刻歴の包絡

線に近い形状を示す 6)。これは位相角差分布のばらつき具合が，地

震動の継続時間に影響を及ぼしていることを意味している。図３に

NewRC，葺合について主要動付近の 40.96 秒間をフーリエ変換し

て位相角差の頻度分布と加速度時刻歴を重ねて示す。また，図中に

頻度分布を正規分布と仮定したときの差の二乗和が最小となるよう

に適合させた曲線を示す。継続時間の長い地震波は位相角差分布も

ばらつきが大きく，直下型の地震動ではピーク値付近に集中してお

り，加速度時刻歴に対応している。適合させた正規分布曲線の標準

偏差σの 4倍に対応する時間と地震動継続時間の関係を図４に示す。

位相角差分布のばらつきは継続時間に対応しており，おおむね４σ

程度である。

３．位相角差分布を考慮した応答時刻歴

  位相差分スペクトルの形状は，加速度時刻歴の包絡線と類似性が

あることを確認したが，この位相角差分布を正規分布として，フー

リエ振幅を全周期で等しいと仮定すると理論的に展開することがで

きる 12）。すなわち，この仮定により加速度時刻歴の絶対値の分散を

定式化することができる。この分散の平方根は，加速度時刻歴の包

絡線の期待値に対応する。
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図１　加速度時刻歴



したがって，位相角差分布のばらつきと地震動継続時間とが対応す

ることになる。ここで，フーリエ振幅と位相を独立としている。こ

の仮定自体が適切であるかどうかは吟味の余地があるが，式の展開

の上で現状では他に適当な方法がないので第１段階の検討方法とし

てこのように仮定する。また，検討用模擬地震動の作成では独立で

あると仮定して定義し，逆フーリエ変換による作成手法が多く用い

られているのが現状であり本論でも独立の仮定を用いている。

  次に，弾性応答の場合には，正弦波に対する過渡応答が定式化で

きるので，以下のように各成分の重ねあわせとして応答時刻歴を定

式化し，これにより位相角差分布のばらつきをパラメータとした応

答時刻歴の期待値を定式化することを考える。ただし，上記と同様

に振幅を全周期で等しいと仮定する。

  まず，地震波をフーリエ級数に変換すると，式（１）に示すよう

に Nf=N/2+1個の cos波の重ねあわせとして表現される。ここで，

簡単のため akをすべて１と仮定する。位相角差分布は，式（２）

に示すように正規分布を仮定し，0以下 2π以上はごく小さいと考え

る。
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に対して，固有円振動数ω，粘性減衰定数 hの弾性系の応答は，

式（４）で表わされる。
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ここで，
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地震動 )(0 ty�� に対する応答は，各次の応答の和で式（５）となる。
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応答時刻歴の平均値に対応する期待値は式（６）で表され，応答

波形の分散は式（７）で表される。すなわち，分散の平方根は，応

答波形包絡線の期待値に対応する。
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図５に計算された応答包絡線時刻歴を示す。このとき固有円振動

数はω=1，位相角差分布の標準偏差は，葺合，NewRC1に対応する

0.34π，1.01πを用いた。分散が小さいほど応答も短い時間に集中

し，大きいと緩やかになっている。

４．応答スペクトルの減衰依存性

　フーリエ振幅スペクトルは，無減衰の相対速度応答スペクトルに

酷似し，これは総エネルギー入力スペクトルの速度換算値にほぼ一

致する。総エネルギー入力は減衰によらず安定した値であるが，速

度応答は減衰の増大にしたがって低減する。応答スペクトルの減衰

による低減は減衰定数のみに依存するとされる事が多く，地震動特

性はあまり考慮されていない。しかし，減衰による応答低減率は，

地震動特性，特に継続時間と構造物周期の関係により明らかに異な

るものである。

地震動の継続時間を考慮して，応答スペクトルの減衰依存性を簡

略に評価する手法としてホワイトノイズ 13）に対する応答のパワー

スペクトルによって定式化する方法がある。ホワイトノイズの応答

２乗平均変位は，変動項を無視すると式（８）であらわされ，応答

スペクトル値に対する減衰の影響は，式（９）のように表される。

ただし，この定式化では地震動の継続時間を等価なホワイトノイズ

の継続時間に換算する必要があり，前に定義した継続時間 t0をその

まま用いても実際の地震動による低減率には適合しない。
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図５　位相角差分布を正規分布と仮定した応答時刻歴の期待値

試行により，このホワイトノイズの継続時間 t1をパラメータとして

実地震動の低減率に適合する等価な継続時間を評価する。ホワイト

ノイズの継続時間 t1は地震動の継続時間 t0の１／4倍程度にすると

図６に示すように実地震動による応答スペクトルの低減率にほぼ対

応する 9）。
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ここで，

　σy
2：二乗平均変位

　S0：パワースペクトル密度

　t1：継続時間（＝t0/4）

  以上の方法は簡略な定式化であるが，実際の地震動による応答の

結果から等価な継続時間を経験的に決める必要があり，必ずしも一

般性あるいは一義性があるとはいえない。

前項で示したように，応答の期待値は位相差分スペクトルの分布と

関連づけることができる。地震動特性の継続時間は位相特性に関係

しており，したがって，減衰系の速度応答スペクトルと地震動特性

の関係は，前項に示した応答の期待値の定式化によって厳密に検討

することができる。すなわち，地震動の位相角特性に着目して，位

相角差分布を正規分布と仮定して応答の期待値を算定し，その最大



値の減衰による低減率を式（10）により算定する。
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  この応答包絡線期待値による低減率と実際の地震動から算定した

応答スペクトルの低減率を図７に示す。このように応答スペクトル

の減衰依存性は，位相特性，すなわち，地震動継続時間に対して上

記の評価式で関係づけることができる。この位相角スペクトルから

推定した低減率に比べて，t0/4 としたホワイトノイズによる低減率

はあきらかに大きめである。応答の評価としては安全側であるが，

平均値に適合させるならこれよりもやや長めの等価継続時間を仮定

してもよい，ことがわかる。実地震動による低減率がばらついてい

る理由は，1)地震動の位相差分スペクトルが正規分布ではないこと，

2)フーリエ振幅を一定にではないこと，による。以上の方法は，煩

雑な式となり計算時間もかかるが，地震動の特性，すなわち，位相

差分スペクトルを仮定して直接的に評価される期待値であり，ホワ

イトノイズによる簡略な定式化で経験的に設定された等価な継続時

間の理論的な背景となりうる。
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図６　等価な継続時間を与えたホワイトノイズの

応答スペクトルの減衰による低減率
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図７　位相角差分布を正規分布と仮定した

応答スペクトルの減衰による低減率

５．最大応答時振幅比

  本研究に関連する一連の研究では履歴減衰系の最大応答変形を地

震動の基本特性と関連づけることを目的にしている。履歴減衰系の

最大応答変形は，最大応答に達するとき，単位時間あたりのエネル

ギー（瞬間エネルギー）の釣合いを考えるのが理解しやすい 2) 3) 4) 6)。

入力するエネルギーは，等価な周期によって修正する必要があるが，

比較的に安定的に評価できる。また，線形応答スペクトルと大略関

連づけることもできる。一方，吸収可能なエネルギーは，当然のこ

とながら履歴形状，しかも最大変形に達するときの履歴形状の違い

を考慮する必要がある。特に正負対称に近い場合や一方向に変形が

進む片押しの場合が地震動によって異なるため，このエネルギー吸

収の性状を適切に評価する必要がある。履歴エネルギーによる吸収

性状と地震動の関係について，一般的な傾向を簡単にいえば，継続

時間の長い地震動では，応答変位は徐々に増大するために正負対称

Dn=γ1/2･Dmax

Dmax

Dp=γ1･Dmax

図８　最大応答変形に対する半サイクル,１サイクル前の振幅
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図９　位相角差分布を正規分布と仮定したときの

最大応答に対する 1サイクル前の振幅比
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図１０　位相角差分布を正規分布と仮定したときの

最大応答に対する半サイクル前の振幅比



の定常ループに近くなるが，直下型の地震動では，変形が一度に進

むため最大応答変形時の半サイクル前の応答（図８に示す Dn）は，

最大応答 Dmaxに対して小さくなる傾向がある。

  これを合理的に考慮して応答を予測するために半サイクル前の応

答変形の最大応答変形に対する比率を最大応答時振幅比と定義して

応答推定に利用する方法がある 9)。この方法では，入力エネルギー

が増大する傾向をモデル化して最大応答時振幅比を定式化し，履歴

減衰系の地震応答解析で実際に評価した値を地震動の継続時間と構

造物の等価周期の比に関して整理して一般的な傾向を確認している。

  ここでは，最大応答時振幅比を地震動による応答解析から算定す

ると図９および図１０に示したようになる。横軸が等価周期，縦軸

は最大応答変位に対するその 1サイクル前，半サイクル前の応答変

位の比率γ1，γ1/2を示す。地震応答解析の履歴モデルは TAKEDA

モデルを用い，耐力は塑性率が 2,4,9になる場合とした応答である。

等価周期は最大応答値の割線剛性による周期としている。最大応答

時振幅比は継続時間の長い NewRC波に対する応答では大きく，短

い葺合では小さいという明瞭な傾向がある。また，系の等価周期が

大きくなるほど小さくなる。

  位相角差分布を与えて式（７）のように定式化して理論的に算定

した応答包絡線時刻歴を用いて最大応答時振幅比を算定した。すな

わち，最大値に対する最大値が発生した時刻の 1，半周期前の値の

比率をとって最大応答時振幅比とした。図９，１０中に点線で示す。

継続時間の短い地震ほど振幅比が小さくなる傾向が時刻歴応答の場

合と同様に算定されており，位相特性を考慮した理論値で地震動特

性に対する傾向を説明することができる。なお，以上の結果を利用

して，位相特性を考慮して履歴減衰系の応答値の推定する方法に関

しては稿を改めて詳述する。

６．まとめ

  本研究で得られた結果は以下のとおりである。

(1) 位相差分スペクトルは加速度の包絡線に対応し，エネルギー入力

の時刻歴よって定義された地震動継続時間は正規分布で近似し

た分布の標準偏差の４倍，４σ程度に対応する。地震動継続時間

は既往の評価式と同様にマグニチュードと対応している。

(2) 位相角差の頻度分布を正規分布，フーリエ振幅を全周波数で一定

と仮定して，弾性減衰系の時刻歴応答の期待値を定式化する方法

を示した。これにより，位相特性が応答時刻歴に与える影響を検

討することができる。

(3) この定式化により，例えば応答スペクトルの減衰依存性と位相特

性，地震動継続時間との関係が理論的に特定でき，従来の経験式

に理論的背景を与えることができる。

(4) 同様に履歴減衰系の応答に影響を及ぼす最大応答時振幅比と位

相特性，地震動継続時間と関係を導くことができ，比較的近傍で

短い地震動（直下型）と遠くで長い地震動（海洋型）による応答

の性質の違いを一般化することができる。

(5) 以上の性質は地震動継続時間を考慮した履歴減衰系の応答推定

に利用することができる。
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